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消費支出の統計分析
山村耕一郎
1.はじめに
昭和40年代前半のわが国の経済は大量生産大量消費ブームに乗り，ほぼ
年率10%を上回る成長を続けていた。だが，このような経済状態のもとで
も総支出に占める食料支出の割合はじりじりと低下し，食料支出の伸びは
所得の伸びにおよばないとL、う状態が続いていた。
その後，わが国の経済はオイノレショックを受け，それを契機として高度
成長から低成長へ移行した。それにともない家計の食料支出のあり方にも
かなりの変化が見受けられた。たとえば，五大費目別時系列データ(実質，
昭和50年基準値)を用い，食料支出の伸びを対前期比増加率でみると，昭
和47年以前で、は一四半期当たり 1%を上回るのが普通であったが，昭和57
年， 58年の両年では一四半期当たり 1%を下回るようになってきた(経済
企画庁編『国民経済計算年報』大蔵省印刷局， 1985年)。
家計におけるこのような食料支出の伸びの沈滞は他方で市場での農産物
過剰を招き，それは農産物価格の低下・農業所得の減少となって生産者に
ハネ返る。今後の農業生産のあり方を考えるときには，これからの食料へ
の支出の動向に注目する必要があり，それは他財への支出と関連づけてマ
クロ的に考える必要があろう。
本稿では，食料支出の動向を分析するためのあらたな資料を作成してみ
たいと思う。すなわち，食料支出の動向を分析する足がかりとして，これ
から第l次オイルショック前後の食料支出を含む家計の消費支出の変化を
上述した視点からとらえた数量的な変化として表してみたL、と思う。ただ
し，紙幅に制約があるため，本稿では計測結果のみを示し，それを用いた
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経済分析は今後の課題として残しておくことにしたい。
2. モデルと計測方法
本稿では，家計の消費支出の変化を，需要方程式を計測することによっ
て得られる推定値の変化として表してみたL、と思う。そのために，用意さ
れた時系列データからその一部を取り出し，取り出された時系列データに
て需要方程式を計測するとL、う操作を繰り返すことにする。本稿では，取
り出された時系列データの最初の時点と最後の時点により表される期聞を
「計測期間」ということにする。
本稿では，第1次オイルショックと第2次オイルショックの間(約4年)
においても需要方程式の計測を試みたいと思う。となれば， 3年あたりが
適当な計測期間となるだろう。
計測期間を3年とし，需要方程式を計測するのであれば，入手できるデー
タの量という点で年別時系列データは使いづらい。したがって，分析に用
いられる時系列データの種類は四半期別時系列データとなろう O
本稿においては，各財への支出は総支出の一部として位置づけられねば
ならない。つまり，総支出一定のもとでは，ある財への支出増は他財への
支出減を招かねばならなし、。このため，個々の需要方程式は需要方程式体
系内の一需要方程式として位置づけられ，また，需要方程式体系下の各需
要方程式は互いに関連づけられて計測される必要があろう。
ところで，計測に用いられる四半期別時系列データ(季節調整済み)は，
年別時系列データに比べ，データに含まれる誤差が大きL、(精度が落ちる)
([10J)0 *利用する需要方程式体系によっては，この誤差がパラメーター
の推定に著しい影響を与えてしまう場合がある([12J)。本稿では，需要方
程式体系を，データに含まれる誤差に対して比較的推定値の頑健性がある
と思われる線型支出体系に特定したいと思う。
本稿で計測される線型支出体系は，第t財の数量と価格，および総支出
*かっこ内の数字は最後に示されている参考文献の番号を表している。
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を，それぞれの，p;， mで表すとき，(1)式で表される([7]， [11J)。
qi=αi+Pi(m-121αぁ)!Pi ω=は ，n) 、? ????• • • • • ?
ただし，nは財の数， αtとβiは推定すべきパラメーターとする。また，
mは zρiqiである。
線型支出体系(1)の方程式はパラメーターに関して非線形である。した
がって，通常，線型支出体系(1)は，その方程式がパラメーターに関して
線形化され，計測されている([1]， [6J)。こうすれば，パラメーターの統
計的推測が可能になる。
いま分析に用いるデータの種類は四半期加時系列データに特定されてい
る。しかも，それがさらに季節調整されるのであれば，その時系列データ
には強い系列相闘が予想される。このため，季節調整後の四半期別時系列
データを用いて統計的推測を行う場合には，系列相関を十分に考慮した計
測が必要になろう ([3Jchap. 8， [4J第E部第l章)。ただし，系列栢闘を
なくするために，データの定差をとることは禁物である。というのは，四
半期別時系列データに含まれる誤差が，定差をとることによって生じる桁
落ちにより計測結果の精度に悪い影響を与えるおそれがあるからである
([12J)。
本稿では，線型支出体系(1)のパラメーターを，上述した方法とは別な
方法，すなわち非線形最小二乗法にて計測してみたいと思う ([2J第6章，
[4J第E部第2章， [8J)。非線形最小二乗法によれば，線型支出体系(1)
の方程式をパラメーターに関して線形化する必要はなく，与えられた方程
式のもとで・のパラメーターの推定が可能になる。ただし，非線形最小二乗
法によれば，しばしば計測された推定値の信頼性が問題になるため，その
初期値には十分配慮する必要がある。
3. データ
本稿で用いる四半期別時系列データは，経済企画庁編『国民経済計算年
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報jJ(経済企画庁編『国民経済計算年報』大蔵省印刷局， 1985年;以下『年
報』と略す)に公表されている季節調整済み時系列データである。その期
間は，昭和40年4-6月期から昭和59年 1-3月期までである。本稿では，
この期間を「観察期間」とL、う。
マクロ的観点から家計の消費支出を分析する四半期別時系列データとし
て，五大費目別時系列データと目的別時系列データとが考えられる。季節
調整による誤差の大きさと予期される財の所得弾力性の符号より([l1J)，
本稿では，五大費目別時系列データを分析資料として用いることにしたし、。
五大費目別時系列データには， r飲食費Jr被服費Jr光熱費Jr住居費」
「雑費」の各時系列データがある。本稿では，これから「飲食費Jr被服
費Jr光熱費Jr住居費Jr雑費」を，それぞれ「食料Jr衣料Jr光熱Jr住
居Jr雑費」ということにする。これらが本稿における財の種類であり，
よって，本稿における財の数nは5となる。
計測に際し，実質支出額を人口一人当たりに換算する。その資料として，
総理府統計局『人口推計月報jJ(総理府統計局『人口推計月報改訂数字特
集jJ1972年10月， 1978年3月， 1983年8月，および総理府統計局『人口推
計月報jJ1983年2月， 1984年3月)に掲載されている「総人口」が用いら
れている。
4. パラメーターの初期値
線型支出体系を非線形最小二乗法にて計測するためには，パラメーター
の初期値が必要になる。本稿の場合，観察期間のなかに多数の計測期聞が
含まれている。このため，すべての計測期間に共通する初期値を用いるの
か，それとも各計測期間ごとに異なる初期値を用いるのかという問題が生
じる。
各計測期間ごとに異なる初期値を用いると，初期値の違いによる推定値
の差が生じるかもしれない。もしそうであれば，オイルショック前後の
家計の消費支出がどのように変化したのかを見極めづらくなる。このため，
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可能ならば，各計測期間に共通する初期値を用いたほうがよいと思われる。
とはいえ，たとえば，最初の計測期間と最後の計測期間とで予想される
パラメーターの推定値にかなりの聞きがあるような場合にまでもすべての
計測期間に共通する初期値を用いる必要はないだろう。共通する初期値を
用いることによって無意味な推定値を得てしまう危険を冒すことはないと
思う。
そこで，本稿では，観察期間中，パラメーターの推定値にかなりの増加，
あるいは減少が見込める場合には，計測期間ごとに初期値を変えることに
するが，そうでない場合には，すべての計測期間に共通する初期値を用い
ることにしたし、と思う。線型支出体系(1)のパラメーター αの初期値が前
者に該当し，パラメーター βの初期値が後者に該当する。
まず，パラメーター αi(i=l， 2，…，5)の初期値を考えてみることにしよ
う。
αtは第i財の必需的な消費量を表していると解釈されている([l1J)。し
たがって， αzの推定値は徐々に変化していくであろう。
ところで，第t財の必需的な消費量と実際の消費量との比 Yi=必需的な
消費量α';/実際の消費量qi(0;三 Yi~l) を考えることにすれば，その比は各
計測期間でそう大きな変化を示さないであろう。つまり，移り変わるであ
ろう必需的な消費量の初期値を各計測期間ごとに考えるより，各計測期間
に共通すると思われる比率 Yiを考え，各計測期間の平均的な実際の消費
量 ijiXYiの値を各計測期間の必需的な消費量 αiの初期値とみなしたほう
が効率的であるように思われる。よって，今後は， αtの初期値を考えるか
わりに比率 Yiの傾を考えることにしたい。
さて，この比率 Yi をいかにして推定するか。その資料として，表 1~
表3に， W年報』より得た家計の五大費目別分類と目的別分類とによる「食」
「衣Jr住」に関する年別計数を掲げよう(昭和47年は観察期間のほぼ中
央に位置する)。
表1と表2の五大費目別分類による計数はそれぞれ「食」と「衣」に関
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表l 食料支出(実質)
(単位:10億円)
分 類 昭和46年 昭和47年 昭和48年
五大費目別 24717.1 26989.6 28431. 2 
目的別 20213.9 21830. 1 23044.9 
比 率 0.82 0.81 0.81 
(注)比率は目的別食料支出/五大費目別食料支出による。
(資料)経済企画庁編『昭和58年版 国民経済計算年報』大蔵省印刷局， 1983年よ
り作成。
表2 衣料支出(実質)
(単位:10億円)
分 類 昭和46年 昭和47年 昭和48年
五大費目別 7952.2 8791. 7 9503.5 
目的別 5683.2 6269.4 6869.2 
上ヒ 率 0.71 0.71 O. 72 
(注)比率は目的別衣料支出/五大費目別衣料支出による。
(資料)表1に同じ。
表3 住居費と家賃(実質)
? ? ? ? ?
昭和46年
13774.8 
8457.1 
0.61 
昭和47年
15461. 2 
9049.9 
0.59 
(単位 :10億円)
昭和48年
17542.1 
9774.9 
0.56 
(注)五大費目別分類による。
比率は家賃/住居費による。
(資料)表 lに同じ。
するすべての支出を集計したものであるが，目的別分類、による計数は家計
にとり必需的な支出のみを集計したものであるとみることができる([5J)。
よって，五大費目別分類による計数に対する目的別分類による計数の比を
とることによって，食料と衣料の yの概数を知ることができる。他方，表
3によれば，五大費目別分類による住居費は「家賃」と「その他J(住居
費から家賃を差し号 I~ 、たもの)からなる。住居の y は，住居費に対する家
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貨の比率で1次近似されよう。こうして，食料，衣料，住居の yの値を，
それぞれ0.8，0.7， 0.6 と置くことができる(表 1~表 3 参照)。
目的別と費目別の分類上の相違を利用して光熱と雑費の yの近似値を求
めることは難しし、。そこで，ひとまず，光熱と雑費の yの値を，食料，衣
料，住居の yの値を平均したO.7と置くことにする。
次に，パラメーター βi(i=l， 2，…， 5)の初期値を考えてみよう。
パラメーター βiは所得弾力性を示唆する。すなわち，siの推定値を総
支出に占める第 t財のシェアーで除すと，第 t財の所得弾力性が得られる
([1l])。そこで，この関係を利用し，予想される所得弾力性と時系列デー
タから求められるシェアーとから βの概数を醸し出してみる。その結果，
βの初期値は，食料，衣料，光熱，住居，雑費の1即こ0.25，0.10， 0.00， 
0.25， 0.40となった。
最後に，上述した yの値と βの初期値を用い，各計測期間ごとに yとβ
を推定し，yの値と βの初期値の改善を試みた。その結果，yの値は，食
料，衣料，光熱，住居，雑費の順に， 0.80， 0.75， 0.80， 0.65， 0.65とな
り，一方，sの初期値は， 0.24， 0.09， 0.01， 0.28， 0.38となった。
5. 計測結果の検討
前節で得た yの値と βの初期値をもとに線型支出体系(I)を計測した結
果が表4と表5にまとめられている。
表4の最初の列にある 2つの数字は，計測期間を代表する年・四半期を
表している。たとえば，最初の41.4は昭和41年第4四半期 00-12月期)
と読み，これは，昭和40年4-6月期から昭和43年1-3月期にL、たる期
聞が計測期間であることを表している。これからあと本稿で用いる年・四
半期は計測期間を代表する年・四半期とする。
第2列から第6列にかけて，線型支出体系を計測することによって得ら
れた食料，衣料，光熱，住居，雑費の各推定値が掲げられている。
第7列の数値は，次式によって求められている。
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臼の推定値表4
(単位:10兆円)
計算量
????????????????????????????????????????????????
? ?
，???????????
?
???
?
?????
決定係数
0.98 
0.98 
0.98 
0.98 
0.98 
0.98 
0.98 
0.98 
0.98 
0.98 
0.98 
0.97 
0.96 
0.95 
0.94 
0.94 
0.93 
0.93 
0.94 
0.94 
0.95 
0.95 
0.96 
0.97 
0.95 
0.92 
0.90 
0.83 
o. 75 
0.63 
0.47 
0.37 
0.40 
雑費
?????????????
?????
?
??
???
??????????
??
?????
? ??? ?? ??
『
?????
《????
?
?????
?
?????????????????
??? ? ? ? ?????????? ?????
住居
o. 16 
0.16 
o. 16 
0.17 
0.17 
0.17 
o. 18 
0.18 
O. 18 
O. 18 
0.19 
O. 19 
0.20 
0.20 
0.21 
0.21 
0.21 
0.21 
0.21 
0.22 
0.22 
0.22 
0.22 
0.23 
0.23 
0.24 
0.23 
0.25 
0.27 
0.29 
0.30 
0.31 
0.33 
光熱
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.03 
0.02 
衣料
???。，?。??????
?
?????????
?
?
?
?
????
?
???
?
? ?
??????
? ?
???
????
? ?? ?????
??????????????
?? ?? ? ?? ?? ?
《?????????????????????????????
食料
。??????
?
?
????ヮ，???????????????????
??
??
?
?
?
????????
?
????????
?
??
?
??
?
???????
?
????
?
?
????? ???
?? ? ? ?
?
??????????????
?
?
?????? ? ? 。 ? ?， ? ? ， ?????????
••••••••••••••••••••••••••••••• 
??????? ? ?
《?????????????
「??
??
???
?????????，??，???? ?
????
????
??
《?
?
?
???????
?
????
?
??
?
?
??
?
??????????
? ???????
?
?????????
期間
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臼の推定値(続き)表4
(単位:10兆円)
計算量
?
?
??
???
?
???
?
? ? ?????
?
?
???
?
??
?????????
???
???
?
???????????????
??
??
???
??
決定係数
0.51 
0.67 
0.79 
0.81 
0.84 
0.86 
0.84 
0.84 
0.86 
0.91 
0.94 
0.93 
0.94 
0.95 
0.95 
0.96 
0.95 
0.93 
0.91 
0.87 
0.76 
0.54 
0.32 
0.37 
0.62 
o. 79 
0.88 
0.92 
0.93 
0.95 
0.94 
0.91 
雑費
????
??
??????????
，?。
???
???
???
????
?
????
??????
? ? ??
『
? ??
??????
???
?
?
?
?
??
?
? ??????????
?
?????????
?
? ?
?
?
??????????? ????
?
《???????????????????????????????????????????????
住居
。 ，
????
???
。，?，
?
?
?
??，。
??????????????????
。??????
??
? ?
?
? ?
?
???
?
? ??
，?。，
? ????
??
?
?
?
??
《?
??
? ?
?
? 〈
?
???
《?
? 〈
?
???
??
?? ?
? 《
?
??
???
??
? ?
?
? ?
?
?
?
? ?
?? ?????? ?
??
?????
??
?? ??????
光熱
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.02 
0.03 
0.03 
0.03 
0.02 
0.02 
0.03 
0.04 
0.04 
0.04 
0.04 
0.04 
0.04 
0.03 
0.03 
0.03 
0.01 
0.01 
0.03 
0.02 
0.02 
0.02 
0.04 
0.04 
0.04 
0.04 
0.04 
0.04 
衣料
?
????
??
???
??
??
?????
?
??
ヮ，?
?????
????????????
??
? ?
??
??
??
??
????
?? ?????
???
，??
??
?????
?
? ?
???
， ?
?
?
???
????
??
?
???
? ???
??
??
? ?????? ?
?? ???????????????? ? ???
??
食料
??
????
? ?
????
???
????????
?
????????? ???????
ヮ ，
?
?
?
??
、???
、?
?????????
?????????
「??
?
??????
、?
?? ? ?
??
???
?????
?? ?
??
?????
••••••••••••••••••••••••••••• 
?? ????? ? ? ??? ??? ?
。，??
??
??
?
?
?
??、
??
??
?
????
???
?? ? ?
? 〈
???
???
?????
???
???
?????
? ?
???
?
???
???
???
? ?? ??
?? ????
?
??
?
????????
?? ?
?
?
?
?
?? ?
?????
? ? ??
??
? 、
?? ?
? ?
?????
????
? ?
?????????
? 、
????????
????
?????????
?? ?
期間
期間の数字は計測l期間を代表する年・四半期を表している。
決定係数は需要方程式体系の決定係数である。
計算量は反復回数による。
注(1)
(2) 
(:1) 
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pの推定値表5
計算量
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βの推定値(続き)表5
計算最
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0.84 
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(注)表4に同じ。
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n 16 
L LeU2 
=1 i=1 R2=1--J 
η 16 
L ，L. (qij一勧)2
j=1 i=1 
-・(2)
ただし， (2)式の eijは第j番目の需要方程式による第 i期の残差を，qu
は第j財，第t期の数量を，lJ.jは第j財の算術平均を，それぞれ表してい
る。
本稿では， (2)式で求められる R2 を「決定係数」と呼ぶことにする。
この決定係数はデータに対する線型支出体系の当てはまり具合をはかる統
計的な尺度で，その値が1に近ければ近いほどデータへの当てはまりがよ
いと考えられる。
最後の第8列には，推定値を得るまでに要したおおまかな計算量が示さ
れている。
それでは，表4の決定係数と計算量の数値を用い，計測結果の信頼性を
検討してみることにしよう(表5にも同じ数値が掲げられている)。
表4の第7列と第8列の数値を通覧すると，決定係数が0.90を上回り，
しかも計算量が lである計測期間がある。たとえば，昭和47年以前の計測
期間がそうである。このような計測期間の推定値の信頼性は高いといえる。
第7列の決定係数をみていくと，決定係数が0.5を下回るところがある。
その一つは昭和的年4-6月期から昭和49年10-12月期までであり，もう
一つは昭和55年7-9月期から昭和55年10-12月期までである。決定係数
がこのように低下したのは，計測のために用いられたデータが，高度成長
下のデータとオイルショック下のデータからなっていたか，あるいは，オ
イルショック下のデータと低成長下のデータからなっていたためだと思わ
れる。線型支出体系としての決定係数が低いと それだけ残差平方和が大
きく，よって，その推定値の信頼性には問題があるといえよう。
さらに，計測のために用いられた時系列データを個々に検討すれば，そ
れが質を異にする 2つの時系列データからなっていたとしても，そのこと
が表中の決定係数や計算量にあらわれなかったケースもある。このような
消費支出の統計分析 31 
ケースをも考慮にいれ，計測結果の信頼性に問題がある計測期間として，
昭和48年 1-3月期から昭和52年7-9月期までと，昭和54年 1-3月期
から昭和57年4-6月期までとを拾い上げることができる。
パラメーター αとβの推定値&と pは次のような条件を満たさなけれ
lまならなし、([l1J)。
&i>O (i=1，2，…， 5) 
O<siく1 (i=1，2，…，5) 
??? ?
????••• ••. .•  ??
n 
z βi=l 
表4をみてみよう。表4にはパラメーター αi(i=1， 2，…，5)の推定値が
まとめられている。表中の数値をいちべつすれば，そこに負債は見当たら
ない。したがって，表4の推定値はすべて不等式(3)を満たしている。
表5をみよう。表5にはパラメータ-si (i=l， 2，…，5)の推定備がまと
められている。同表によれば，衣料の昭和55年 1-3月期の推定値は負で
あるが，そのほかの推定値は正，かっ1未満である。また， どの計測期間
をとっても，推定値の和は Iである。よって，表5の推定値は，昭和55年
1-3月期の推定値を除き，不等式(4)と制約(5)を満たしている。
なお，パラメーター αiの推定値は，昭和55年 1-3月期と昭和56年4
-6月期の推定値を除き，qiを上回ることはない。
6. ロッテルダムシステムによる計測結果との対比
qとρにより数量(実質支出額)と価格を表し，また，添字 i，jにより
各財に割りふられた番号を表せば，ロッテルダ、ムシステムの第 t番目の(第
t財の)需要方程式は次のようになる([9Jchap. 2)。
n 
勿itDqit=的，DQt十三π古DP;-t(i=1，2，・…，n) ・(6)
ただし，添字 tは時点 tを表している。また，
Wit =(ωit-Wit-l) /2 
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Dqit =logqit一logqit-1 
Dtjt =logρil一logρi1-1 
DQI = 1: WitDqit 
n 
m =1: ρiqi 
とする。
(6)式のなかで推定すべきパラメーターは μとπである。
ロッテルダムシステムのパラメーター μ の性質は，線型支出体系のパ
ラメーター βの性質に類似する ([ll])。そこで，パラメーター βの推定
値の信頼性を検討するための資料として，表6に，同じ条件で計測された
ロッテルダムシステムのパラメーター μの推定値を掲げる。
表6の推定値のなかには その標準誤差との対比で信頼性の乏しいもの
がある。このような推定値を含む計測期間を取り除き，前節で得た線型支
出体系の計測結果と比較可能な期間を求めると，その期間は，オイルショ
ック前の昭和46年4-6月期から昭和47年10-12月期までと，オイルショ
ック後の昭和52年10-12月期から昭和53年10-12月期までとなる。
ロッテルダムシステムと線型支出体系による推定値の算術平均をオイル
ショック前(昭和46年4-6月期~昭和47年10-12月期)とオイルショッ
ク後(昭和52年10-12月期~昭和53年10-12月期)にわけで求めると表7
を得る。
表7によれば，ロッテルダムシステムの推定値と線型支出体系の推定値
の間に成り立つ大小関係は，衣料の推定値の場合を除き，オイルショック
前-後で変わっていない。また，両体系の食料と光熱の推定値は似通って
いるといえる。
さらに，表7を用い，オイルショック前からオイルショック後にかけて
の推定値の増減を両体系で比較すると，増減のあり方は，ロッテルダムシ
ステムと線型支出体系とで同じである。すなわち，両体系とも，オイルシ
ョック後において，食料と衣料の推定値は小さくなり，住居と雑費の推定
消費支出の統計分析 33 
表6 μの推定値
期間 食料 衣料 光熱 住居 雑費 決定係数
41. 4 0.29 0.01 0.03 0.24 0.49 0.74 
42. 1 0.27 0.02 0.03 0.26 0.48 0.64 
42.2 0.27 -0.00 -0.03 0.28 0.48 0.65 
42.3 0.28 -0.02 -0.03 0.28 0.49 0.60 
42.4 0.39 -0.01 -0.04 O. 18 0.48 0.53 
43. 1 0.37 0.00 0.03 0.21 0.44 0.61 
43.2 0.41 0.00 0.03 0.20 0.41 0.54 
43.3 0.32 0.01 0.01 0.23 0.46 0.52 
43.4 0.27 -0.00 0.01 0.22 0.51 0.46 
44. 1 0.27 0.01 -0.01 0.18 0.55 0.52 
44.2 0.37 0.02 -0.01 0.22 0.39 0.42 
44.3 0.28 0.02 -0.00 0.28 0.42 0.40 
44.4 0.24 0.04 0.01 0.31 0.40 0.37 
45. 1 0.28 -0.02 -0.00 0.25 0.50 0.36 
45.2 0.40 0.05 0.02 0.11 0.43 0.43 
45.3 0.40 0.02 0.02 O. 12 0.44 0.48 
45.4 0.26 0.04 0.03 0.22 0.45 0.53 
46. 1 0.34 0.09 0.04 0.23 0.30 0.52 
46.2 0.25 0.13 0.02 0.41 O. 19 0.56 
46.3 0.23 0.14 0.02 0.42 0.20 0.60 
46.4 0.18 0.17 0.02 0.35 0.28 0.55 
47. 1 0.17 O. 19 0.01 0.36 0.26 0.63 
47.2 O. 16 O. 19 0.02 0.29 0.34 0.57 
47.3 0.27 0.24 0.02 0.27 0.20 0.89 
47.4 0.25 0.23 0.02 0.27 0.24 0.88 
48.1 0.24 0.22 0.02 0.27 0.25 0.88 
48.2 0.27 0.20 0.01 0.23 0.28 0.87 
48.3 0.28 0.20 0.02 0.22 0.28 0.88 
48.4 0.27 0.20 0.03 0.16 0.34 0.86 
49. 1 0.27 O. 18 0.03 0.16 0.36 0.86 
49.2 0.27 0.21 0.02 O. 16 0.34 0.86 
49.3 0.30 O. 18 0.03 O. 16 0.33 0.87 
49.4 0.32 0.18 0.03 0.20 0.27 0.89 
34 第12巻第2号(経済学・経営学編)
表6 μの推定値(続き)
期間 食料 衣料 光熱 住居 雑賛 決定係数
50. 1 0.33 0.17 0.03 0.19 0.28 0.87 
50.2 0.33 o. 18 0.03 0.20 0.27 0.88 
50.3 0.38 0.07 0.03 o. 19 0.33 0.56 
50.4 0.32 0.08 0.04 0.27 0.29 0.50 
51. 1 0.25 0.09 0.04 0.28 0.34 0.48 
51. 2 0.25 0.05 0.03 0.24 0.43 0.47 
51. 3 0.26 o. 16 0.01 0.26 0.33 0.40 
51. 4 0.16 o. 15 0.01 0.44 0.24 0.46 
52. 1 0.19 0.11 0.03 0.39 0.29 0.46 
52.2 0.14 0.11 0.00 0.45 0.30 0.48 
52.3 0.20 0.09 0.01 0.44 0.26 0.56 
52.4 0.20 0.04 0.01 0.44 0.31 0.73 
53. 1 0.20 0.04 0.02 0.42 0.33 0.76 
53.2 0.20 0.04 0.02 0.41 0.33 0.67 
53.3 0.19 0.05 0.01 0.40 0.35 0.65 
53.4 0.22 0.09 0.03 0.31 0.35 o. 71 
54. 1 0.17 0.09 0.03 0.30 0.40 0.65 
54.2 O. 15 0.07 0.04 0.33 0.41 0.72 
54.3 0.21 0.02 0.05 0.34 0.39 0.64 
54.4 O. 16 0.02 0.04 0.36 0.42 0.61 
55. 1 0.07 0.09 0.05 0.35 0.44 0.61 
55.2 0.03 O. 19 0.08 0.30 0.40 0.53 
55.3 0.02 0.33 0.05 0.19 0.42 0.60 
55.4 0.11 0.07 0.04 0.28 0.50 0.48 
56. 1 0.13 0.05 0.04 0.27 0.52 0.49 
56.2 O. 19 0.06 0.02 0.25 0.48 0.58 
56.3 0.16 0.04 0.03 0.28 0.49 0.57 
56.4 0.18 O. 10 0.01 0.32 0.38 0.53 
57.1 0.18 O. 10 0.01 0.32 0.39 0.59 
57.2 O. 15 0.10 0.01 0.34 0.40 0.62 
57.3 0.21 0.07 0.01 0.32 0.39 0.66 
注(1) 期間の数字は計担IJ期間を代表する年-四半期を表している。
(2) 決定係数は需要方程式体系の決定係数である。
消費支出の統計分析 35 
表7 ロッテノレダムシステムのパラメー ター μと線型支出体系のパラメー
ター βの推定値
オイルショック前 オイルショック後
日オ
μの推定値 pの推定値 μの推定値 βの推定値
食 料 0.22 0.24 0.20 0.21 
衣 料 O. 18 0.11 0.05 0.08 
光 針L 0.02 0.01 0.02 0.01 
住 居 0.34 0.29 0.40 0.30 
雑 費 0.24 0.34 0.33 0.41 
値は大きくなっている。
ところで，表5と表6のオイルショック前(昭和46年4-6月期~昭和
47年10-12月期)の推定値を見比べると，その動きには違和感がある。そ
の原悶は，急激な上昇を示した昭和48年 1-3月期の衣料の実質支出額に
ある(前期比7%増)。
ロッテルダムシステムは，データの対数をとり，その定差を用いて計測
されている。このため，ロッテルダ、ムシステムの推定値はデータの変動に
対してよく反応する。
他方，本稿の線型支出体系は，原系列をもとに残差を求め，この平方和
を全体としてできるだけ小さくするように計測されている。このため，あ
る需要方程式の残差の時系列がほかの需要方程式の残差の時系列に比べて
全体的に大きい場合には，その需要方程式の推定値は変化しやすいが，残
差の時系列の一部のみが大きい場合には，その需要方程式の推定値は変化
しにく L、。
したがって，特に昭和47年代にみられる両推定値の動きの差は，あるデー
タの変動(衣料)にひどくとらわれた推定値(ロッテルダムシステム)と，
そうでない推定値(線型支出体系)との差であるといえ，分析に用いる時
系列データに著しい変動が含まれていないならば，ロッテルダムシステム
による推定値の動きと線型支出体系による推定値の動きはかなり類似した
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ものになったと思われる。
7. むすびにかえて
本稿では，四半期別時系列データを用い，需要方程式体系を繰り返し計
測することによって家計の消費支出にかかわる 2種類の推定値の時系列を
導き出した。
計測に用いられた需要方程式体系は線型支出体系であり，それを非線形
最小二乗法にて計測した。非線形最小二乗法による場合，パラメーターの
初期値が必要になる。その初期値は，パラメーターのもつ経済的意味を踏
まえ，各種のデータを利用して求められた。
計測された推定値は，一部の推定値を除き，線型支出体系のパラメーター
に望まれるいくつかの条件を満たしていた。
計測された推定値をさらに検討するために，ロッテルダムシステムのパ
ラメーターの推定値との対比が行われた。その結果，線型支出体系の計測
結果に著しく不自然、なところはないことがわかった。
オイルショック下のデータを用いた計測では，データに対する線型支出
体系の当てはまりが悪くなった。このようなところでは，ほかに意味のあ
る推定値があるかもしれなし、。したがって，この期における需要方程式体
系自体の検討とその計測方法とが今後の課題として残ることになろう。
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